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仕様書 

技術戦略研究センター 

 

１．件名 

「クリティカルマテリアルのサプライチェーン強靱化に関する調査」 

 

２．目的 

産業や社会のグリーンシフト・デジタル化の進展に伴いクリティカルマテリアルの重要性が一層

増加している。また昨今の米中二極化・ウクライナ侵攻など世界情勢の激変により、クリティカルマ

テリアルのサプライチェーンへの影響が懸念されるなど、クリティカルマテリアルを取り巻く環境

変化が続いており、近年安定確保に向けた資源リソースの多様化などが日米欧等で取り組まれてい

る情勢にある。このような状況の中、我が国において、持続的なグローバルサプライチェーンを確立

し、一層強靱化することが不可欠となっている。 

そこで本調査では、我が国におけるクリティカルマテリアルのサプライチェーン強靱化の観点か

ら、以下の項目について調査する。 

・クリティカルマテリアルのサプライチェーン分析に必要な情報収集に関わる調査 

・クリティカルマテリアルのサプライチェーン強靱化のための各国の政策・業界・技術動向に関す

る調査 

・持続的なクリティカルマテリアルのサプライチェーン構築のためのエコシステムに関する調査 

調査結果の分析から、各国の動向を把握した上で、我が国の強みを明確にし、今後我が国が取り組

むべき「クリティカルマテリアルのサプライチェーン強靱化」の方策について検討する。 

 

３．内容 

 上記の目的を達成するため、下記項目について実施する。なお、実施にあたっては、ＮＥＤＯとの

緊密な連携のもとで行うものとする。 

 

（１）国内外の政策、市場、産業、技術動向の調査 

公開文書などを基に、クリティカルマテリアルのサプライチェーン強靱化に係わる日欧米中など

各国の政策動向の調査を行う。また、各国のクリティカルマテリアルに関わる政策動向に対応した

国内外の市場、業界、技術動向の調査を行い、関連産業への影響などの分析を行う。有識者ヒアリ

ング先の選定の基礎となる情報を調査する。なお、調査・分析にあたっては、以下の項目を考慮す

ること。 

・ クリティカルマテリアル関連の各国の政策提言とその対応案；予算措置、研究開発投資状況、

支援措置など 

(例：サプライチェーン 100 日レビュー報告書（米）、欧州重要原材料法案（EU）、中国製造

2025（中）、特定重要物資の安定的な供給の確保に関する基本指針（日）など) 

・ 現在実施されている、あるいは今後計画されている国家プロジェクトの動向（例；持続可能な



2 

 

資源抽出技術の開発、重要鉱物のプロセシング、精製及び合金化技術の開発、加工技術（鋳造、

鍛造、ダイキャスト、焼結、圧延など）、資源循環等） 

・ 実施に当たって、ＮＥＤＯと協議の上、各国の政策提言とその対応案を参考に 8 種類程度の原

材料を選択し、調査・分析を行う。 

 

（２）サプライチェーンの詳細調査 

（a）（１）において、調査分析した結果を考慮した上で、4 種類程度の原材料についてサプライチ

ェーンに関わる詳細調査を実施する。 

・ 主要な原材料に係わるサプライチェーン全体像を可視化するとともに、リスクの把握・分

析、各種課題の抽出、対応策の検討を実施する。調査する項目としては、NEDO と協議の

上、以下の例を参考に適宜取捨選択した上で行う。 

- 需給状況（生産国、生産量、消費量） 

- サプライチェーンの整理（採掘から最終製品までにおけるプレーヤーや材料用途など） 

- 関係する研究開発・技術動向、今後の課題（プロセシング、精錬、電解、還元、合金化、

加工などの製造方法、廃棄物処理など） 

- カーボンニュートラルに関わる事項（ライフサイクル評価、CO2排出量、カーボンフッ

トプリントなど） 

- サーキュラーエコノミーに関わる事項（現状把握、リユース、リサイクルに係わる技術

開発、回収方法など） 

 (b) 選定した原材料に係わる国内外の主要研究機関、企業等に対し、全体で 20 件程度ヒアリング

による調査を実施する。ヒアリングは、ＮＥＤＯ、経済産業省関係者の同行を基本とする。ヒ

アリングにあたって、以下の項目を踏まえるものとする。またヒアリングで得られた内容は、

分類・整理・体系化し取りまとめを行う。 

・ クリティカルマテリアルに関わる日本の強み・弱み 

・ サプライチェーンの強靱化に向けて今後解決すべき課題、必要とされる技術 

・ サプライチェーン強靱化に向けて国・ＮＥＤＯとして取り組むべき課題 

 

４．調査期間 

N E D O が指定する日から 2025 年 3 月 31 日(月)まで 

 

５．予算額 

2,000 万円以下（税込） 

 

６．報告書 

提出期限：2025 年 3 月 31 日(月) 

提出方法：ＮＥＤＯプロジェクトマネジメントシステムによる提出 

記載内容：「成果報告書・中間年報の電子ファイル提出の手引き」に従って、作成の上、提出のこと。  

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html 

https://www.nedo.go.jp/itaku-gyomu/manual.html
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７．報告会等の開催 

委託期間中又は委託期間後に、N E D O に対する中間報告会や成果報告会等における報告を依頼す

る場合がある。 

 

８．その他 

実施事項の内容や進め方、及び本仕様書に定めなき事項等については、ＮＥＤＯと実施事業者が協

議の上で決定するものとする。 

 

以上 


